
      

令 和 ６ 年 8 月 ３ ０ 日 

 不動産・建設経済局建設業課 

 

令和６年能登半島地震の影響を踏まえ、 
経営事項審査について、令和７年３月３１日までとする特例を措置 

 

～建設業法施行規則の一部を改正する省令を公布～ 

 

 

 

１．背景 

 経営事項審査は、公共工事について発注者と請負契約を締結する日の１年７月前の日

の直後の事業年度終了の日以降に受審していなければならないこととされています。 

令和６年７月以降、災害復旧工事等の円滑な実施を実現するため、「能登創造的復興

タスクフォース」の設置等、建設業をめぐる環境が大きく変化しており、建設業者の公

共事業への積極的な参与が求められる一方、一部被災地域の事業者において経営事項審

査の受審に必要な書類の作成に遅れが生じる懸念があることから、経営事項審査の受審

について、一定の期間、特例措置を講じる必要があるところです。 

 

２．概要 

能登半島地震の影響を受けた建設業者（令和６年能登半島地震に際し災害救助法（昭和 

二十二年法律第百十八号）が適用された同法第二条第一項に規定する災害発生市町村の

区域（石川県の区域に限る。）内に主たる営業所を置く建設業者であって、事業年度が

令和５年１０月２９日から令和６年８月３０日までの間に終了するもの）について、特

例的に本改正により、令和６年９月１日から令和７年３月３１日までの間に限り、令和

４年１０月２８日の直後の事業年度終了の日以降に経営事項審査を受けていれば足りる

こととしました。 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

不動産・建設経済局建設業課 神澤、黒田、吉開、安井 

TEL：03-5253-8111 （内線 24734）、 直通：03-5253-8277 

令和６年能登半島地震の影響により、一部被災地域の事業者において経営事項審査

の受審に必要な書類の作成に遅れが生じることが懸念されることから、受審に係る特

例措置を設けます。 


